
職務発明の相次ぐ巨額対価判決を踏まえて
特集論説

特許法35条：日本の創造的技術の
競争力に対する新たな障害

ピーター・シェクター

山 崎 友 宏 (訳)

抄 録 筆者は，米国ではあり得ない巨額の発明対価請求の訴訟事件を興味深く追跡してきた。日

本の大手新聞や中村教授のコメントも精査し，米国の視点から，真実に反するコメントが流布された

事実を指摘した。日本の専門家，識者の的を射た見解も検討，引用した。特許法35条の改正案は，一

時しのぎの不完全なもので，問題点を指摘し，問題解決への提言も試みた。特に，日本の特許法は会

社側と従業者間の契約，勤務規則は法的に有効であると認め，日本の裁判所によって尊重されるべき

と える。米企業では，有能な研究者，技術者がより良い待遇と報酬を求めてどう対応しているのか

その具体像も描いた。米国では，高額報奨金を手にするのは，リスクに挑戦する起業家であって，会

社に勤める従業者ではない。結論を言えば，特許法35条は，日本の今後の技術競争力強化にブレーキ

をかける新たな障害物と える。
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. は じ め に

今年は年初から，東京地方裁判所と東京高等

裁判所の判決によって，日本特許法35条３項が，

全ての研究者，企業経営者，法学者にとって全

く想像もしなかったような仕方で，現実に威力

を発揮し始めてきた。日本の裁判所は，全く信

じられない高額の発明対価を，企業の元従業者

である米沢成二氏（日立製作所），成瀬昌芳氏

（味の素），中村修二氏（日亜化学工業）へ支払

うよう命じ，さらに，長年存在してきた会社の

社内規定と勤務規則を無視すると宣言した。

この異常な訴訟事件により，企業活動の中で

のリスクが予測不可能な状況の中で，日本特許

庁は35条の改正案を作成し，その改正案は小泉

内閣によって承認され，国会に提出された。し

かし，この改正案は，同法の意義と運用にあた

り真の変革をもたらすことに失敗したと，企業

の研究者と経営者の両陣営は，痛烈に批判して

いる。

同時に，従業者に対する驚くほど高額な報奨

金支払い命令の判決は，遂に特許法35条のあり

方と日本の裁判所の現在の法的解釈とその運用

について一般世論の論議にも火をつけている。

東京大学の知的財産法専攻の玉井克也教授は，

日本の報奨金システムは，今後何が起こるか全

く予測不可能だと，非常に憂慮している 。

日本のシステムは，本当におかしいのであろ
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うか 変革を必要としているのであろうか

もしそうであれば，どう変革すべきか 特許

法35条の目的は何か この法は日本の利益に

役立つのか 現在解釈されている特許法35条

は，発明を奨励してくれるのであろうか あ

るいは，特許法35条は，グローバルな研究開発

の市場で勝ち抜くための日本の競争力に深刻な

障害となるであろうか

本稿は，米沢氏，成瀬氏，中村氏の三氏が発

明報奨金に対する巨額の請求をした訴訟事件を

提起した時から最近情勢まで，注意深く追跡し

検討してきた米国の一特許弁護士の見解である。

筆者の見解では，現在解釈され運用されている

特許法35条は，創造的技術分野での日本の今後

の競争力に深刻な障害になるであろうと判断し

ている。

. 問題の経緯

日本情勢を入手してきた米国の一特許弁護士

にとって，次のような事態が発生していること

に注目している。まず，優れた弁護士団によっ

て支援された企業の元従業者らが，以前予想も

していなかった手法で，80年前に施行された特

許法35条を活用しようと決心した。即ち，元従

業者らによってなされた発明を包含する会社所

有の特許権によって，彼らは過去に得た会社の

利益プラス将来取得する会社の利益を使用者と

実質的に利益分配することを元勤務していた会

社に要求した。

その際，元従業者である原告側は，下記のよ

うに主張を展開して世論を誤解させるマスコミ

広報活動を展開した，と筆者は える。

⑴ 研究者らは，アメリカや欧州の研究者ら

と同じように，対等の処遇を希望している

に過ぎない。

⑵ 前使用者による処遇は，1980年代後半と

1990年代後半における，世界における日本

技術の競争力低落の基本的内在的原因とな

った 。

このマスコミ広報活動は成功し，特に，中村

教授は卓越した日本技術の再生者として英雄と

なった。

次に，日本の大手マスコミは，“企業の有能な

研究者は，米国ではもっと高額な報酬を受けて

いる”というメッセージを繰り返し報道したが，

筆者はこの基本的前提は，端的に言って真実で

はないと主張し，日本のクライアントの皆様に

そう伝え始めた。中村氏でさえ，“米国には特許

法35条３項と４項に匹敵する法は存在せず，発

明者に対する報奨金は少ない”と最終的には認

めている 。同氏のこの発言は，彼のそれ以前の

発言と矛盾していたが，日本のマスコミはこの

矛盾を全く無視した。

一方，2002年７月３日，小泉内閣の知的財産

戦略推進会議は，“知的財産戦略大綱”を発表

し，日本は“知的財産立国”となるべき，と明

言した。当時，成瀬氏，米沢氏，中村氏の三氏

の訴訟は係属中で，その間に同戦略推進会議は，

経済産業省に対し，特許法35条は改正すべきか

どうか，また“社会情勢の変化を 慮して同条

文改正の方向”を検討するように指示した 。

そして，今年（2004年）１月から，日本の裁

判所は，成瀬氏，米沢氏，中村氏への驚くほど

高額の発明対価支払い命令の判決を下した 。

中村氏，成瀬氏と彼らの弁護団は，米国や欧

州の会社の研究者はこのような高額の発明対価

を手にしたことはかつてなかったことを認識す

ると，外国の研究者，技術者と同等の処遇を求

める従来の主張は取り止めてしまった。このよ

うな比較は，米国や欧州の視点から見れば，全

く論理的意味がないのだが，日本の一般世論は，

彼らの主張は正しいとばかり信じていたようで

ある。従来の主張を撤回した彼らは，日本の“優

れた研究者”は，“スポーツ選手のスターと同じ

ように賞賛されるべし”と今度は主張し始め

た。日本企業の研究者は，米国や欧州の研究者
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と同等の待遇にすべしとの主張は，もはや説得

力はなかった。

東京地裁と東京高裁の発明対価認定の判決に

直面して，日本産業界の指導者，経営者と大手

新聞の論説者，編集者らは，深刻に憂慮するコ

メントを出し始めた。経団連の渡辺 誠氏は，

英国のTheFinancialTimesに対し，“もしこ

のまま展開して行くと，プロダクトの製造のた

めのR&D投資，利益を得て再びR&D投資を

行う企業のサイクルは，もはや通用しなくなる

と企業は憂慮している”と述べている 。キヤノ

ン顧問の丸島儀一氏は，おそらく日本の産業界

のリーダーとして始めて特許法35条問題につい

て勇敢に批判し，中村判決以降は，技術者，研

究者は商業的成功に直接結び付かない研究活動

はしたくないと言い出すであろうとコメントし

た。その他の識者は，中村判決に見る高額報奨

金支払いは，日本での外国企業（さらに日本国

内企業でさえ）の研究開発投資の終焉になるで

あろうとコメントした 。

かかる情勢の中で，日本政府は，産業界から

の批判に対処するため，特許法35条の改正案の

制定に向けて急ピッチで動き始めた。しかし，

この改正案は，2002年７月発表の知的財産戦略

大綱の目標を反映させることに完全に失敗して

いる。東京大学の玉井教授は，特許法35条改正

案について，“企業にとっても研究者にとっても

悪いとこ取りの改正”と厳しく批判した 。日本

知的財産協会専務理事の宗定 勇氏は，今後の

見通しについて，“訴訟件数が減ることはないで

あろう”と暗い見通しを語っている 。

. 日本モデルのどこが間違っている
のか

東芝の元研究員で東北大学の舛岡教授は，「日

経ビジネス」誌との最近のインタビューで，企

業内部の古い経営構造と え方は，技術志向の

日本企業が画期的な新技術の製品化を認識し，

開発資金を投下する能力に欠けていると厳しく

批判した 。舛岡教授の見解を単純に無視はで

きない。日本の大手新聞の社説は，現状を次の

ようにコメントしている。“日本の産業界は，創

造的活動を激励し報奨する積極的姿勢に欠けて

いる。この姿勢は日本の代表的企業の役員室に

今なお浸透しており，技術者／研究者の頭脳と

能力についての客観的評価はほとんど確立され

ていない” 。

今なお，日本企業の経営の多くの局面で，伝

統的な雰囲気が残っているのは，真実なのかも

しれない。この伝統的雰囲気とは，個々の従業

者は，会社への忠誠や献身ぶりと比較して，殆

ど権利を持っていないということなのであろう。

創造的研究に対する報奨金又は奨励金に関して

見ると，日本企業の研究者は，特許権の会社へ

の譲渡に際し，米沢判決までは数百万円以上の

報奨金を受け取ったことはなかった。発明者報

奨金の訴訟が進行する状況下で，島津製作所の

田中耕一氏が，2002年のノーベル化学賞を受賞

後，会社より１千万円の報奨金を受けたにすぎ

なかった。

それでは，次の質問にズバリ回答したい。従

業者への高額報奨金の支払いは，米沢氏，中村

氏，舛岡氏によって提起された問題への完全又

は部分的な回答になるのであろうか 筆者の

回答は，明らかに，ノー“No”である。

. 特許法35条の問題

特許法35条３項と４項及び日本の裁判所のそ

の運用には，いくつかの深刻な問題点があるこ

とを指摘したい。

まず，第一に重要な問題は，この条文が今後

どのように適用されて行くのか，その見通しを

予測することが全く不可能ということである。

例えば，米沢判決では，裁判所は企業の既存の

職務発明と報奨金の社内規定を 慮せず，かか
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る会社の方針と規定に従う義務を負うべきでな

いと判断した。もしそれが真実であれば，会社

はそれでも職務発明規定を作成すべきなのか

もちろん，会社が採用実施するこの種の方針に

は，いくつか制限があるべきである。任意の自

由裁量による会社方針と社内規定は許されるべ

きでない。しかしながら，会社は，適切な方針

と勤務規則を創り出す権利を持つべきであり，

日本の裁判所でその方針と勤務規則を法的に行

使できる立場にすべきである。米国知的財産法

を専門とする多数のアメリカ人法律家の視点か

ら見れば，日本特許法は，会社側と従業者間の

契約と勤務規則は法的に有効であると認め，そ

のことが日本の裁判所によって尊重されるよう

に補正されるべきである。米国の裁判所では，

上述の雇用契約書と勤務規則は，法的に有効で

あると判断している。

特許法35条の第二の問題点は，特許法35条の

３項と４項の規定を遡及的に適用する点である。

全ての企業は，ビジネスを成功繁栄させるため，

予算と諸費用を合理的に立案し予測できるよう

にしておかなければならない。もし裁判所があ

る成功したプロダクトに対する収益を過去に遡

って自由自在に変更するならば，将来の収益に

対する計画見込みは完全に挫かれてしまう。さ

らに，従業者への報奨金をすぐに支払い出来な

いような時に，裁判所が報奨金支払い判決を下

すかもしれない。かくて，過去に成功したプロ

ダクトの販売で大きな収益をあげ，現時点では，

苦しい財政上の問題を抱えている会社は，過去

の収益の一部が，原告である元従業者に支払わ

れるならば，由々しい損失を受けることになる

であろう。

米沢氏，中村氏の両判決で明確になったよう

に，特許権を所有する会社は，発明がなされて

から相当の年数を経て発明者へ相応の対価を支

払わなければならない。この種の不確定な支払

いは，正確性を要求される企業の財務担当者に

とっては全く予測不能な事態である。東京地方

裁判所は，青色LED特許の将来の価値を計算

した事実を 慮すると，中村教授への報奨金は，

万一日亜化学工業が中村特許の故意の侵害者で

あると認定された場合に支払う金額より大きい

ことが，容易に想像できるであろう。もしそう

仮定すれば，少なくとも日亜化学工業は侵害活

動を辞め，侵害に伴う資金上の負担の回避に努

めるであろう。

さらに，日亜化学工業が青色LED特許を明

日にでも無償で他の企業に供与すると決定した

ならばどうなるであろうか 特許権は直ちに

無価値となり，将来の価値も見込んだ200億円の

対価を裏付ける事実上の根拠は消えてしまうで

あろう。さらに，中村発明の青色LED特許に取

って代わる，より効果的・低廉な技術が明日に

でも発表された場合，彼の特許は事実上無価値

となるであろう。仮定の話ではあるが，日亜化

学工業は中村氏への支払い金の一部の返還を求

める権限はあるであろうか もしそうであれ

ば，その法的根拠はどこにあるのか もし中

村氏への支払いが全て完了していたならばどう

なるであろうか。いままで無視されてきたいく

つもの厄介で深刻な疑問が次から次へと吹き出

てくる。

ある特許に係るプロダクトが商業的に成功し

企業の収益に貢献した場合，その特許の貢献度

を確実な数値で検証することは殆ど不可能であ

ろう。日本の裁判所は，従業者発明の企業への

貢献度について次のように認定している。味の

素－95％，日亜化学工業－50％，日立製作所－

80％ 。これらの数値については，大いに論争

すべきであり，はなはだ疑問である。同じ情報

データを基に分別のある別人が計算すれば，全

く違った数値に到達することは間違いない。キ

ヤノン顧問の丸島氏の次のコメントは適切だ。

“例えば，IT（情報技術）分野の製品は，数百，
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数千もの発明で成り立ち，多くの研究者がかか

わっている。その対価をいちいち計算すること

は不可能だ” 。

したがって，従業者の受ける“相当の対価”

は，その期限を従業者の発明の時点又はその後

の一定の年月に限り，何年間も先にまで遡及さ

せないようにすべきだ。こうすれば，企業の財

務の計画立案に不確定要素はなくなる。

第三の問題点は，最も重要であると思うが，

特許法35条は日本企業の技術競争力に否定的効

果をもたらすと判断する。端的な例で説明する。

競争力のあるプロダクトを販売している二つの

会社がある。一つは日本の会社。もう一つは，

アメリカの会社。二社とも，そのプロダクトに

係る特許権を所有している。日本の会社は，特

許法35条に基づく原告訴訟が成功して，かなり

高額な相応の対価の支払いを余儀なくされ，当

然ながら製品価格にそのコストを上乗せしなけ

ればならない。アメリカの会社は，相応の対価

を負担する必要はない。しかし，日本の会社は，

価格を上げたのでは，米企業に勝てない。そこ

で，日本企業は米企業と同等の価格に据え置く。

しかし，日本企業の収益率は，米企業に劣り，

競争力低下は必至だ。

さらに，R&D研究所を設立するための資金，

研究者・技術者と管理部門の要員の給与の支払

い，特許取得のための一切の経費（R&Dの努力

が商業的成功に結び付く保障は全くない）に喜

んで資金を投じてくれる金融機関と投資家を確

保しなければならない。R&D活動の大半と特

許権の大半は，商業的成功に直接すぐに結び付

かないことは，衆目の認めるところである。R&

D活動は，今まで手がけていない分野を探し出

し，何をすべきかを明確にすることだ。一方，

企業側は，商業的に成功した少数の製品の売り

上げで得た利益を基にして，失敗するかもしれ

ないR&D活動に資金を投じて行かなければな

らない。経団連の環境・技術本部開発グループ

長の渡辺氏が予測しているとおり，巨額の発明

対価が認められるならば，企業のR&D投資の

サイクルは，もはや機能しなくなるであろう。

中村判決以降，渡辺氏の予測は疑いもなく現実

味を増してきたようだ。

日本で活動する外資系の企業が，日本企業を

含めて，経済上のコスト上昇の見地から，R&D

センターの拠点を外国に移転する可能性は十分

にあり得る。日本でビジネスを展開する企業が

将来何時，高額な発明対価支払いを余儀なくさ

れるか分からない国で，R&D活動に資金を投

下する必要はないであろう。敏感な投資家は，

米国や韓国，中国やオーストラリアの会社に

R&D資金を投下した方が有益と えるであろ

う。これらの国々では，会社の利益は会社に帰

属するからである。外資系企業を含めて，いか

なる企業も特許法35条に基づく発明対価訴訟に

巻き込まれたくない。この不毛な訴訟を回避す

るためには，R&Dセンターの拠点を外国に移

転した方が合理的と えるであろう。

東京高裁の米沢判決では，特許法35条の法的

意図は，特許を受ける権利は従業者に帰属する

との理解に従い，使用者と従業者の利害のバラ

ンスを取ることにあると判断している。また，

特許法35条は強行法規であると判断している。

しかし，この判決のどこにも，日本の技術競争

力を奨励するための目的についての言及もなけ

れば，有能な研究者，技術者に対する真のイン

センティブを創る目的についての言及もない。

おそらく，東京高裁は，特許法35条は個々の従

業者を使用者から防衛することだと判断したに

違いない。多分，裁判所は，特許法35条問題を，

日本のこれからの技術競争力強化の見地から

えていないであろう。とすれば，知財立国を目

指す日本のビジョンとは合致していない。特許

法35条は，日本が目指す今後の目標の障害にな

るであろう。
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. 問題の解決

３月15日号の「日経ビジネス」誌上で，東芝

幹部は，“株主，会社，研究者，その他の社員と

いう全ての関係者が納得できるような論議が必

要だ”と述べている。個々の従業者／研究者と

利益を折半するという え方では，何ら問題解

決にならない。1960年代，米国議会は次に挙げ

る多くの問題点を認識した後に，従業者に対す

る報奨金の義務的支払いを拒絶した。

⑴ 報奨金の支払いは，一企業内の技術者，

研究者の間に否定的な超競争心の雰囲気を

作り出す可能性がある。

⑵ 研究者は他の同僚に必要とされる情報を

知らせず自己の情報として保持することに

専念してしまう可能性がある。

⑶ 研究プロジェクトのマネージャーは，研

究開発要員の不平等な職務配分をしてしま

う可能性がある。

⑷ 研究者は商業的に成功が見込まれる研究

開発にのみ関心を持ち，それ以外の開発プ

ロジェクトに参加する意欲を無くしてしま

う。

⑸ 発明者報奨金制度は，金銭的な価値の評

価であり，その計算は極めて複雑で，企業

経営にとっては負担となる。

以上と同じような憂慮し心配する意見が，今

回の相次ぐ判決の後に日本ビジネス界で広まり

つつある。日本とアメリカとでは，社会的・経

済的環境が極めて異なる。米国では，自らリス

クを取り，その結果成功する人を報奨する根強

い文化がある。この文化は社会システムによっ

て支援されており，起業家精神がその基本的な

牽引力となる。起業家精神とは，新しいビジネ

スや仕事を組織し，経営し，そのリスクを十分

に想定できる起業家の魂であり，アメリカ市民

は，起業家が成功した暁には，豊かに報いられ

ると十分に理解している。

一般的に言えば，このアメリカ流システムを

支える次の四つの社会的・経済的要素によって，

有能な研究者と技術者は彼らの努力と成功によ

ってフェアな対価を受けている。

第１の要素は，米企業における業績に応じた

報酬制度である。

第２の要素は，労働市場における雇用の高い

流動性である。

第３の要素は，ベンチャー企業を育成するた

めの容易な資金の調達である。

第４の要素は，大学からベンチャー企業への

活発な技術移転である。

米国では，有能な研究者や技術者は，数多く

の選択肢を持っている。彼らが著名な会社で働

くことを希望し，リスクは求めず，安定した生

活と業績に応じた報酬で満足することも一つの

選択である。米国の労働市場は，極めて流動的

であり，もしある研究者がその会社の待遇と報

奨金に不満であれば，より良い待遇の別の会社

に再就職することは，実に簡単なことだ。もう

一つのシナリオ。もし有能な研究者が会社の待

遇が不満で会社を辞めたいと言い出した場合，

有能な研究者が辞めるのは会社の損失となるの

で，他の会社より全体としてもっと望ましい待

遇条件を出して引き止める。

会社勤務の研究者，技術者がより高額な報酬

を得たければ，自分でベンチャー企業を起こし

てもよいし，ベンチャー企業に就職してもよい。

初めは高額のサラリーはもらえず，株式オプシ

ョンだけかもしれない。スタートアップのベン

チャー企業は，金融機関から十分に融資も受け

られるし，大学の研究所で生まれた発明の製品

化に向けて全力を尽くせばよい。しかし，銘記

すべきことは，大きなリスクを負う時，成功の

保障はどこにもない，ということである 。

次のチャートで日本と米国の違いを端的に比

較したい。
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低い 社会的・経済的要素 高い

日本 能力給 米国

日本 雇用の流動性 米国

日本 ベンチャー企業の起業容易性 米国

日本 大学発の発明の移転の容易性 米国

［現在の日本の社会変動は，米国型に移行中］

日本が将来，上記のような社会に到達したな

らば，企業の高額報奨金の支払いはもはや不要

となるであろう。その時には，日本の社会シス

テムは，有能な技術者，研究者に適切な待遇と

報奨金を提供しているであろう。日本経済は，

有能技術者の高い雇用の流動性，適切な能力給

の支払い，ベンチャー企業の活発なビジネス活

動，大学発の発明の製品化によって活性化する

と確信する。この時には，特許法35条３項はも

はや不要となり，廃止となるであろう。しかし，

以上の私の見解は，現在日本が直面している問

題の解決に応えてはいない。

日本の各界のニーズを満足させるよう，特許

法35条３項を再検討し改定する必要があるであ

ろう。しかし，少数の発明者だけを会社の費用

で報奨したり，会社の他の従業者や投資家の負

担で，報奨すべきではない。この条文の目的は，

投資のリスクと収益の再投資をする企業のR&

Dリサイクルを認識防衛しながら，研究者，技

術者の創造的な意欲を激励する適切な報奨をす

ることであろう。この目的達成のため，次のよ

うな変革が望ましいと える。

⒜ この条文は，現在と将来に対する指針と

予測可能な見通しを提供すべきである。

⒝ この条文は，会社側と従業者の契約，勤

務規則が日本の裁判所によって尊重され，

権利行使できるように保障されるべきであ

る。ただし，上述の会社規定が明らかに不

公平であり，権利行使が重大な不正を生じ

させる場合は，それらの会社規定は無視さ

れるべきである。

⒞ この条文は，会社側が従業者に対しては

最低必要限度の報奨金支払いに限定し，創

造的な発明をする研究者，技術者の優れた

業績に対して真に実のある報奨（インセン

ティブ）をなすべきである。

⒟ この条文は，企業の将来の見込み利益を

含めて，企業と個々の従業者／発明者が利

益を共有するメカニズムであってはならな

いことを明確にすべきである。

従業者の創造的努力を適切に報奨するには，

いくらの報奨金を支払えばよいのであろうか

常識のある人は，研究者が中村判決のように途

方もない巨額対価で報奨されるべきとは えな

いであろう。

従業者は，100万円のボーナスを得る可能性

を求めて過大な開発努力をしようとするのであ

ろうか あるいは，1,000万円又は１億円獲

得を目当てに過大な開発努力をしようとするの

であろうか この重要問題についての回答は，

日本企業自体が解決しなければならないが，企

業経営者とその株主，従業者と研究者が一体と

なって十分に検討すべきであろう。

2004年２月10日に国会に提出された特許法35

条改正案は，完全に一時しのぎの防御的な不完

全なもので，米沢氏，中村氏の両判決以降，各

界から批判と不満の声が上がっている。改正案

では，発明の対価決定についての社内手続の合

理性を要求している。合理性の判断基準として，

「対価を決定するための基準の策定に際して使

用者等と従業者等との間で行われる協議の状

況」，「対価の額の算定について行われる従業者

等からの意見の聴取の状況」を例示しているが，

これは根本的に的外れの え方と言ってよい。

東京地方裁判所は，裁判所自体が判断する“相

当”と“不当”の定義解釈を基本にして，使用

者と従業者間の契約，職務発明や勤務規則を完
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全に無視している。この改正案では，何ら問題

解決にならない。

改正条文５項によれば，裁判所は，対価が契

約，勤務規則等の定めによって決定される場合，

“不合理と認められるものであってはならない”

と判断する。若しくは，契約又は勤務規則に定

めがない場合，相当の対価の額は，“その発明に

より使用者等が受けるべき利益の額，その発明

に関連して使用等が行う負担，貢献及び従業者

等の処遇その他の事情を 慮して”決定すると

いう。改正条文５項の基本的前提は，会社側と

従業員が収益を折半する義務ありとの えであ

り，しかも遡及的にかつ将来の不確定な収益に

も適用される え方だ。

. 結 語

改正案の特許法35条は，日本の今後の技術開

発に積極的に貢献する配慮に欠けており，日本

の知的財産の世界で今論議されている改正法案

の否定的側面についての見解を，真剣に 慮し

ていない。この改正法案のままでは，日本の創

造的技術開発の競争力強化にブレーキをかける

障害物となるであろう。経済産業省は，社会状

況の変化に配慮した上で，より有益な改正法案

の作成に取り組むためには，企業経営者，株主，

研究者，その他の従業者と共に一体となって十

分な討議を行うため，振り出しに戻るべきだと

思う。最近の日本の大手新聞の解説にもあると

おり，“企業内の発明に対する対価支払いに関す

る骨子をどう構築するかについて，社会全体の

コンセンサスとして明快な全体像を描くことが

出来ないならば，日本再生の期待は減じてしま

う” 。

注 記

1) ProfessorTamaiwascomparingtheGerman

employeeinventorcompensationsystemtothe

Japanesesystem：“Tosomeextent,youcan

predicttheresultoflitigationinGermany

beforeitstarts,soitdoesnottakeplace.Japan

isverydifferent-therearenoguidelines,very

few casesand no good commentary.The

Japanesesystem isquitestupid,inmyopin-

ion.”（“Companiesstrugglewitharcanelaws

inurgentneedofreform,”TheTimes（Lon-

don),March10,2004).

2) Japanesenewspaperslistenedandpublished

theplaintiffs’variousexplanations,ortheir

owneditorialexplanations,fortheinventor

compensationlawsuits,asseeninthefollowing

quotes.“Nakamura’slawsuitstemmedfrom

therecognitionthateven though Japanese

engineers make great contributions,their

rewardsareextremelylowincomparisonwith

theircounterpartsinEuropeandNorthAmer-

ica.”（NihonKeizaiShimbun,September20,

2002)；“Wewouldliketoseethecreationof

anenvironmentthatcanfosterthebirthof

superstarinventorsandkeepthemfrommov-

ingoverseas.”（YomiuriShimbun,September

22,2002)；“Faircompensationforresearchers’

inventionsisindispensableinordertoraise

Japan’scompetitivenessincreativeengineer-

ing.…Japanmustchangeitselfintoasociety

thatrewardsinventorsbetter.”（AsahiShim-

bun,September23,2002).

3) NikkeiBusinessWeekly,September1,2003.

4) Amorecompletehistoryoftheexecutiveand

legislativedevelopmentsiscontainedinthe

StrategicProgramfortheCreation,Protection

andExploitationofIntellectualProperty,is-

suedbytheIntellectualPropertyPolicyHead-

quarters（July 8,2003）within the Cabinet

Secretariat.This“PolicyHeadquarters”was

establishedundertheBasicLawonIntellectual

Property which wasenacted in November

2002,based upon theIntellectualProperty

PolicyOutline.

5) SeijiYonezawav.HitachiLtd.（Judgmentof

January29,2004,TokyoHighCourt)；Masa-

yoshiNarusev.AjinomotoCo.（Judgmentof

February24,2004,TokyoDistrictCourt)；

ShujiNakamurav.NichiaCorp.（Judgmentof
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January30,2004,TokyoDistrictCourt).

6) “Moneyisnoteverything,butIwouldliketo

seeoutstanding researcherscelebrated like

sportsstars.”Interview ofProfessorFujio

Masuoka,YomiuriShimbun,February 24,

2004.Nakamurahasalsobeenquotedassay-

ingthatsalariedemployeesshouldbeableto

obtainhugecontractssuchasthosegivento

baseballstarsIchiroSuzukiandHidekiMa-

tsui.（“BlueLEDinventorawarded20billion

yen,”TheAsahiShimbun,January31,2004).

7) “Hitachiorderedtopay¥163m toformer

worker,”FinancialTimes,FT.com,January

29,2004.

8) E.Doi,“HastheJapaneseCourtSentenced

ForeignInvestorstoWithdrawfromJapanese

Market?,”Patents& Licensing,Vol.34,No.

1（IP-LCommunicationsInc.,Tokyo,Japan).

HidetoshiMasunaga,Yonezawa’slawyer,was

quotedassayingthatthe“influencethat［the

decisioninYonezawa’scase］willhaveon

elementary schoolstudentswillbegreat.”

（MainichiDailyNews,MainichiInteractive,

January29,2004（http://mdn.mainichi.co.jp/

news/20040129p2a00m0dm004000c.html)).Na-

kamurahassimilarlybeenquotedassaying

thatthedecisioninhiscase“giveschildrena

dream toward science.”（“Japanese Court

Awards Ex-Worker Millions,” Associated

PressOnline,January30,2004).ButasChair-

manKitashiroofJapanIBM explained,“asit

iswithfactories,researchlabsarealsoinan

ageofglobalcompetition.Ifresearchcosts

becomeextremelyhighinJapan,therewill

obviouslybemanagementdecisionsthatmove

labstotheUnitedStatesandEurope.Theysay

thathighinventioncompensationwillincrease

theenthusiasm ofresearchers,buttherewill

endupbeingnoresearchfacilitiesinJapan

wheretheseresearcherscan work.”（“The

Crisisin Japan asa Technology Nation,”

NikkeiBusiness,March15,2004).

9) “TheCrisisinJapanasaTechnologyNation,”

NikkeiBusiness,March15,2004.

10) “Confusionoverpatentlawreform provoked

by20billionyenruling,”NikkeiBusiness,

February9,2004.

11) Forexample,“A frameworkforevaluating

creativityisneeded,”YomiuriShimbun,Febru-

ary24,2004.

12) “Firmsfeareffectsofhugeawards,”The

NikkeiWeekly（Japan),March15,2004.

13) “Ajinomoto patentcaseturnsbitter,”The

NikkeiWeekly（Japan),March1,2004.

14) “Employeeinventionsandcompensation-the

importanceoftheresearchandeffortinvolved

inturninganinventionintoaproduct,”Yomi-

uriShimbun,February24,2004.

15) Nakamurahasassertedinthepastthatengi-

neersintheUnitedStatesaretreatedbetter

than Japanese engineersbecause they are

compensated with stock options,butNa-

kamura’sviewsignorethefactorofrisk.In

venturebusinesses,stock optionsareoften

providedasasubstituteforhigh salaries.

Almostallventurebusinessesfail,withonlya

handfulsucceeding.Stockoptionsaresynony-

mouswithrisk,anditisamistaketothink

thatengineersintheUnitedStatesarereceiv-

inghighcompensationwithlittlerisk.

16) “EconomicForum：In-houseinvention risk

must be addressed,” The Daily Yomiuri

（Tokyo),February10,2004.

(原稿受領日 2004年４月７日)
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